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（単位：円）
資産の部

Ⅰ　流動資産
現金及び預金 354,473,970
たな卸資産 108,686
前払費用 5,501,244
未収入金 217,438
立替金 356,527
仮払金 6,311,875

流動資産合計 366,969,740
Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産
建物 4,239,996,579

建物減価償却累計額 △ 474,742,532 3,765,254,047
構築物 79,979,424

構築物減価償却累計額 △ 15,703,016 64,276,408
車両運搬具 3,182,644

車両運搬具減価償却累計額 △ 1,874,844 1,307,800
工具器具備品 319,616,638

工具器具備品減価償却累計額 △ 106,004,035 213,612,603
土地 3,138,200,508
有形固定資産合計 7,182,651,366

２．無形固定資産
商標権 3,696,658
ソフトウェア 5,382,721
電話加入権 90,000
無形固定資産合計 9,169,379

３．投資その他の資産
長期前払費用 667,574
投資その他の資産合計 667,574

固定資産合計 7,192,488,319
資産合計 7,559,458,059

負債の部
Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務 192,517,190
預り寄附金 24,511,789
預り科学研究費補助金等 2,167,912
未払金 135,371,555
預り金 13,038,944

流動負債合計 367,607,390
Ⅱ　固定負債

資産見返負債
資産見返運営費交付金 129,024,353
資産見返物品受贈額 99,631,556 228,655,909
固定負債合計 228,655,909

負債合計 596,263,299

資本の部
Ⅰ　資本金

政府出資金 7,470,955,506
資本金合計 7,470,955,506

Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 90,000
損益外減価償却累計額（-） △ 507,880,670

資本剰余金合計 △ 507,790,670
Ⅲ　利益剰余金

積立金 29,924
当期未処分利益 0
（うち当期総利益 0 )

利益剰余金合計 29,924
資本合計 6,963,194,760

負債資本合計 7,559,458,059

平成19年3月31日

貸借対照表
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（単位：円）
経常費用

業務費
大学評価事業経費

備品・消耗品費 20,900,999
旅費交通費 77,988,864
報酬・委託・手数料 67,595,111
減価償却費 7,208,004
給与及び賞与 357,158,515
法定福利費 43,955,288
その他 78,116,752 652,923,533

学位授与事業経費
備品・消耗品費 13,196,448
旅費交通費 17,949,390
報酬・委託・手数料 176,143,818
減価償却費 1,658,700
給与及び賞与 103,107,401
法定福利費 12,671,828
その他 30,323,686 355,051,271

その他事業経費
備品・消耗品費 47,011,049
旅費交通費 48,703,154
報酬・委託・手数料 164,387,434
減価償却費 10,169,108
給与及び賞与 383,588,753
法定福利費 40,137,737
その他 68,638,867 762,636,102

一般管理費
備品・消耗品費 17,015,183
旅費交通費 30,754,332
報酬・委託・手数料 63,804,887
減価償却費 21,167,719
給与及び賞与 263,787,103
法定福利費 32,655,829
その他 50,162,397 479,347,450

経常費用合計 2,249,958,356

経常収益
運営費交付金収益 1,985,772,287
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 16,345,069
資産見返物品受贈額戻入 23,858,462 40,203,531

学位審査手数料収入 88,476,000
評価手数料収入 117,800,000
財産貸付料収入 10,020,533
寄附金収益 6,905,439
財務収益

受取利息 257,961
その他財務収益 132,500 390,461

雑益 390,105
経常収益合計 2,249,958,356

経常利益 0
当期純利益 0
当期総利益 0

損益計算書
平成18年4月1日～平成19年3月31日
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（単位：円）
Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

業務費支出 △ 857,024,100
人件費支出 △ 1,251,622,641
一般管理費支出 △ 211,757,834
預り科学研究費補助金の払出 △ 11,478,969
運営費交付金収入 2,074,126,000
手数料収入 206,649,000
寄附金収入 14,997,000
預り科学研究費補助金の受入 13,642,966
その他の業務収入 14,586,668

小計 △ 7,881,910
利息の受取額 257,961

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,623,949

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 16,557,683
無形固定資産の取得による支出 △ 2,189,703

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 18,747,386

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー -

Ⅳ　資金増加額 △ 26,371,335
Ⅴ　資金期首残高 380,845,305
Ⅵ　資金期末残高 354,473,970

キャッシュ・フロー計算書
（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
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利益の処分に関する書類

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 0
当期総利益 0

Ⅱ　利益処分額
積立金 0 0
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（単位：円）

Ⅰ．業務費用
（１）　損益計算書上の費用

大学評価事業経費 652,923,533
学位授与事業経費 355,051,271
その他事業経費 762,636,102
一般管理費 479,347,450 2,249,958,356

（２）　（控除）自己収入等
学位審査手数料収入 △ 88,476,000
評価手数料収入 △ 117,800,000
財産貸付料収入 △ 10,020,533
寄附金収益 △ 6,905,439
財務収益 △ 390,461
雑益 △ 390,105 △ 223,982,538

業務費用合計 2,025,975,818

Ⅱ．損益外減価償却相当額 164,880,856

Ⅲ．引当外退職給付増加見積額 97,924,153

Ⅳ．機会費用
政府出資又は地方公共団体出資
等の機会費用 116,252,487 116,252,487

Ⅴ．行政サービス実施コスト 2,405,033,314

行政サービス実施コスト計算書
（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
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重 要 な 会 計 方 針 

 
１．運営費交付金収益の計上基準 
  費用進行基準を採用している。 
 
２．減価償却の会計処理方法 
 （１）有形固定資産 
  定額法を採用している。 
  主な耐用年数は以下のとおりである。 
   建物      ４年～４９年 
   構築物     ２年～４４年 
   車両運搬具   ５年 
   工具器具備品  ３年～１４年 
  なお、国から承継した固定資産に関しては見積耐用年数で減価償却している。 
  また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額については、

損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示している。 
 （２）無形固定資産 
  定額法を採用している。 
  なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）

に基づいている。 
 
３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 
  退職給付については運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付にかかる

引当金は計上していない。 
  また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、退職一

時金に係る期末自己都合要支給額の当期増加額に基づき計上している。 
 
４．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
  個別法による低価法である。 
 
５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
  政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率は、１０年利付国

債の平成１９年３月末利回りを参考に１．６５０％としている。 
 
６．消費税等の会計処理 
  消費税等の会計処理は税込方式による。 
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 会 計 方 針 の 変 更 

 
１．固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準 
  当事業年度より、固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準（「固定資産の減損

に係る独立行政法人会計基準の設定及び独立行政法人会計基準の改訂について」（独

立行政法人会計基準研究会、財政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計部会公企

業会計小委員会 平成１７年６月２９日））及び「「固定資産の減損に係る独立行政法

人会計基準」及び「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆

Ａ」（総務省行政管理局、財務省主計局、日本公認会計士協会 平成１７年８月最終

改訂）を適用しており、これによる損益及び資本に与える影響はない。 
 

7



注 記 事 項 

 
１．貸借対照表関係 
運営費交付金から充当されるべき退職給付の当期見積額  ６４０，０４５， ６２３円 

 
２．キャッシュ・フロー計算書注記 
（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 
   現金及び預金                   ３５４，４７３，９７０円 
   資金期末残高                   ３５４，４７３，９７０円 
（２）重要な非資金取引 
   該当事項はありません。 
 
３．固定資産の減損関係 
 減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く。）に関する事項 
（１）電話加入権  
  ① 用途（電話加入権）、種類（電話加入権）、場所（東京都小平市他）、帳簿価額 

（９０，０００円） 
  ② 減損の兆候の概要（固定資産の市場価額が著しく下落しております。） 
  ③ 正味売却価額は帳簿価額から５０％以上下落していますが、使用価値相当額 

（ＮＴＴの公定価格）が帳簿価額を上回るため、減損の認識は行いませんでした。 
 
４．重要な債務負担行為 
該当事項はありません。 

 
５．固有の表示科目の内容 
 該当事項はありません。 
 
６．重要な後発事象 
 該当事項はありません。 
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附   属   明   細   書 
 
 
 
・固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８６ 特定の償却資産の減価

に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失累計額

の明細 
・たな卸資産の明細 
・資本金及び資本剰余金の明細 
・積立金の明細 
・運営費交付金債務及び当期振替額等の明細 
・役員及び職員の給与の明細 
・主な資産・負債・費用及び収益の明細 
・開示すべきセグメント情報 
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固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８６ 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失累計額の明細

（単位：円）

当期償却額

建物 13,071,723 2,452,800 0 15,524,523 1,106,824 762,826 14,417,699

構築物 2,578,800 0 0 2,578,800 270,620 125,304 2,308,180

車両運搬具 3,182,644 0 0 3,182,644 1,874,844 624,948 1,307,800

工具器具備品 274,629,437 14,104,883 0 288,734,320 87,191,469 34,928,004 201,542,851

計 293,462,604 16,557,683 0 310,020,287 90,443,757 36,441,082 219,576,530

建物 4,224,472,056 0 0 4,224,472,056 473,635,708 157,860,340 3,750,836,348

構築物 77,400,624 0 0 77,400,624 15,432,396 4,825,692 61,968,228

工具器具備品 30,882,318 0 0 30,882,318 18,812,566 2,194,824 12,069,752

計 4,332,754,998 0 0 4,332,754,998 507,880,670 164,880,856 3,824,874,328

非償却資産 土地 3,138,200,508 0 0 3,138,200,508 － － 3,138,200,508

建物 4,237,543,779 2,452,800 0 4,239,996,579 474,742,532 158,623,166 3,765,254,047

構築物 79,979,424 0 0 79,979,424 15,703,016 4,950,996 64,276,408

車両運搬具 3,182,644 0 0 3,182,644 1,874,844 624,948 1,307,800

工具器具備品 305,511,755 14,104,883 0 319,616,638 106,004,035 37,122,828 213,612,603

土地 3,138,200,508 0 0 3,138,200,508 － － 3,138,200,508

計 7,764,418,110 16,557,683 0 7,780,975,793 598,324,427 201,321,938 7,182,651,366

ソフトウェア 17,261,675 0 0 17,261,675 11,878,954 3,621,654 5,382,721

電話加入権 90,000 0 0 90,000 － － 90,000

商標権 0 3,837,453 0 3,837,453 140,795 140,795 3,696,658

計 17,351,675 3,837,453 0 21,189,128 12,019,749 3,762,449 9,169,379

長期前払費用 2,415,957 1,667 1,750,050 667,574 － － 667,574

計 2,415,957 1,667 1,750,050 667,574 － － 667,574

投資その他の
資産

期末残高
差引当期末

残高

減価償却累計額
摘要

無形固定資産

期首残高 当期増加額 当期減少額資産の種類

有形固定資産
（償却費損益外）

有形固定資産
（償却費損益内）

有形固定資産
合計

1
0



たな卸資産の明細
（単位：円）

種類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘要当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他

切手 22,640 253,440 0 192,960 0 83,120

エネオスカード 0 90,000 0 64,434 0 25,566

計 22,640 343,440 0 257,394 0 108,686
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資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

資本金 政府出資金 7,470,955,506 0 0 7,470,955,506

計 7,470,955,506 0 0 7,470,955,506

資本剰余金 資本剰余金

無償譲与 90,000 0 0 90,000

計 90,000 0 0 90,000

損益外減価償却
累計額

342,999,814 164,880,856 0 507,880,670

差引計 △ 342,909,814 △ 164,880,856 0 △ 507,790,670

区分

1
2



積立金の明細

（単位：円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 適用

積立金 29,924 0 0 29,924
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運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

運営費
交付金収益

資産見返
運営費交付金

資本剰余金 小計

平成１６年度 102,417,236 0 0 0 0 0 102,417,236

平成１７年度 22,141,377 0 0 0 0 0 22,141,377

平成１８年度 0 2,074,126,000 1,985,772,287 20,395,136 0 2,006,167,423 67,958,577

合計 124,558,613 2,074,126,000 1,985,772,287 20,395,136 0 2,006,167,423 192,517,190

期末残高
当期振替額

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

1
4



（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成１６年度交付分 （単位：円）

金　額

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

合計 0

0

0

②平成１７年度交付分

金　額

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

合計 0

0

0

③平成１８年度交付分

金　額

2,209,754,825

1,237,062,454

98,123,679

175,395,740

471,931,250

227,241,702

217,077,099

88,476,000

117,800,000

10,020,533

780,566

20,395,136

0

2,006,167,423

会計基準第80第3項による振替額

合　計

合計 2,006,167,423

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金収益 1,985,772,287

資産見返運営費交付金 20,395,136

　ｳ)固定資産の取得額

③運営費交付金の振替額の積算根拠

費用2,209,754,825-（自己収入217,077,099＋寄附金
6,905,439)=1,985,772,287

資本剰余金 0

学位審査手数料収入

評価手数料収入

財産貸付料収入

その他の収入

旅費交通費

報酬・委託・手数料

その他

　ｲ)自己収入に係る収益計上額

備品・消耗品費

会計基準第80第3項による振替額

合　計

区分 内　訳

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務

②当該業務に係る損益等

　ｱ)損益計算書に計上した費用の額

人件費

費用進行
基準によ
る振替額

会計基準第80第3項による振替額

合　計

区　分 内　訳

区　分 内　訳

費用進行
基準によ
る振替額
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（３）運営費交付金債務残高の明細

交付年度

計 102,417,236

計 22,141,377

計 67,958,577

平成１８年度

費用進行
基準を採
用した業
務に係る
分

67,958,577

○費用進行基準を採用した業務は全ての業務である。

○運営費交付金債務残高の発生理由は、主に「行政改革の重要
方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）において示された国家公
務員の定員の純減目標及び給与構造改革を踏まえ、国家公務
員に準じた人件費削減の取組を行ったことによるものである。な
お、中期計画で予定した本事業年度に実施すべき業務について
は計画どおりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交
付金債務の翌事業年度への繰越額はない。

○繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度以
降において収益化する予定である。

平成１７年度

費用進行
基準を採
用した業
務に係る
分

22,141,377

○費用進行基準を採用した業務は全ての業務である。

○運営費交付金債務残高の発生理由は、主に本務先の事情の
変化により専任教員でなく特任教員として採用したことによるもの
である。

○繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度以
降において収益化する予定である。

残高の発生理由及び収益化等の計画

○費用進行基準を採用した業務は全ての業務である。

○運営費交付金債務残高の発生理由は、主に本務先の事情の
変化により専任教員でなく特任教員として採用したことによるもの
である。

○繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度以
降において収益化する予定である。

運営費交付金債務残高

費用進行
基準を採
用した業
務に係る
分

平成１６年度
102,417,236
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役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

区分
報酬又は給与 退職手当

支給額 支給人員 支給額 支給人員

役員
46,687 3 0 0

（ 2,880 ） （ 2 ） （ 0 ） （ 0 ）

職員
964,041 148 7,334 8

（ 86,149 ） （ 24 ） （ 551 ） （ 4 ）

合計
1,010,728 151 7,334 8

（ 89,029 ） （ 26 ） （ 551 ） （ 4 ）

注１： 　役員に対する報酬等の支給の基準及び職員に対する給与及び退職手当の支給の
基準は、独立行政法人大学評価・学位授与機構役員給与規則、独立行政法人大学
評価・学位授与機構役員退職手当規則、独立行政法人大学評価・学位授与機構職
員給与規則、独立行政法人大学評価・学位授与機構職員退職手当規則、独立行政
法人大学評価・学位授与機構非常勤職員給与規則に基づいている。

注２： 　役員報酬及び職員の給与には賞与を含み、法定福利費は含まない。

注３： 　職員の給与の支給人員数は、年間平均支給人員数である。

注４： 　（　）内は、非常勤の役員又は職員であり、外数で記載している。
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①現金及び預金の明細 （単位：円）

区分 金額

預金 354,473,970

現金及び預金計 354,473,970

②未払金の明細

区分 金額

報酬・委託・手数料 56,145,659

備品・消耗品費 19,643,238

固定資産取得費 8,225,595

通信運搬費 4,717,770

その他 46,639,293

未払金計 135,371,555

主な資産・負債・費用及び収益の明細
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開示すべきセグメント情報

（単位：円）

国立大学法人
評価事業等

機関別認証
評価事業

分野別認証
評価事業

Ⅰ 事業収益及び事業損益

事業費用

事務費 161,076,741 359,994,133 131,852,659 355,051,271 762,636,102 1,770,610,906 － 1,770,610,906

一般管理費 － － － － － － 479,347,450 479,347,450

計 161,076,741 359,994,133 131,852,659 355,051,271 762,636,102 1,770,610,906 479,347,450 2,249,958,356

事業収益

運営費交付金収益 160,546,796 261,645,969 105,522,739 264,916,571 745,561,555 1,538,193,630 447,578,657 1,985,772,287

手数料収入 0 91,800,000 26,000,000 88,476,000 0 206,276,000 0 206,276,000

その他収入 529,945 6,548,164 329,920 1,658,700 17,074,547 26,141,276 31,768,793 57,910,069

計 161,076,741 359,994,133 131,852,659 355,051,271 762,636,102 1,770,610,906 479,347,450 2,249,958,356

事業損益 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅱ 総資産額 429,779,829 1,161,155,061 387,841,554 2,079,505,991 1,902,465,732 5,960,748,167 1,598,709,892 7,559,458,059

注１： 　事業の区分は、中期計画に基づき区分している。

注２： 　その他の事業は、調査研究事業、情報提供事業である。

注３：

注４：
注５：

注６：

合計区分 計 法人共通

大学評価事業

学位授与事業 その他の事業

　総資産のうち現金及び預金、管理部門に係る土地、建物、工具器具備品等については法人共通欄に記載している。

　事業費用のうち管理部門に係る備品・消耗品費、旅費交通費、報酬・委託・手数料、人件費等については法人共通欄に記載している。

　損益外減価償却相当額は、国立大学法人評価事業が8,969,518円、機関別認証評価事業が28,029,746円、分野別認証評価8,969,518円、学位授与事業が
48,441,995円、その他事業が43,231,762円、法人共通が27,238,317円である。
　引当外退職給付増加見積額は、国立大学法人評価事業が12,856,055円、機関別認証評価事業が17,252,478円、分野別認証評価事業が4,060,064円、学位
授与事業が8,386,914円、その他事業が30,438,915円、法人共通が24,929,727円である。
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